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平 成 ２ ２ 年 5 月 1 4 日
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開国博 Y150 収支問題の対応状況について 

 

 「開国博 Y150」収支問題について、前回常任委員会（4 月 22 日）以降の、

財団法人横浜開港 150 周年協会（以下、「協会」という）の対応状況等をご

報告します。 

 

１ 博報堂 JV との特定調停について 

 

（１）特定調停対象社    

   博報堂 JV 

（博報堂、東急エージェンシー、京急アドエンタープライズ、相鉄エージェン

シー、エヌエイチケイエンタープライズ、横浜アーチスト、旭広告社、神奈川

新聞による共同企業体） 

 

（２）申立の内容 

    「協会と博報堂 JV との間の債権額を確定した上、債務の支払方法を協定する。」

との特定調停手続きによる調停を行うことを求める。 

   ・ 平成 21 年度の委託契約は概算契約となっている。 

   ・ 平成 21 年度の委託契約金額の確定にあたって、協会は博報堂 JV に対して大

幅な減額を求める。 

 

（３）第 1回調停期日の概要 

  ア 平成 22 年 5 月 11 日（火）横浜地方裁判所  

イ 当日の概要 

 協会及び博報堂ＪＶの双方から、調停委員に対し、それぞれの見解を説明しま

した。 

  ウ 今後の予定 

   ・ 第 2 回調停期日予定 平成 22 年 6 月 18 日（金） 

   ・ 第 3 回調停期日予定 平成 22 年 7 月 8 日（木） 

 

（４）その他 

   （株）アサツーディ・ケイに対しての特定調停は、今後申立の予定です。 
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２ 旅行代理店との民事訴訟について 

（１）（株）日本旅行からの協会への民事訴訟について 

  ア 当事者 

   (ｱ) 原告（反訴被告） 日本旅行株式会社 

   (ｲ) 被告（反訴原告） 協会 

 

  イ 第 1 回口頭弁論期日 平成 22 年 5 月 28 日（金） 

 

  ウ 協会の反訴（別添反訴状のとおり） 

 

(ｱ) 反訴日 平成 22 年 4 月 22 日（木） 

   (ｲ) 請求の趣旨（要旨） 

    ① 反訴被告株式会社日本旅行は、金 89,097,333 円及び遅延損害金を支払え 

    ② 訴訟費用は反訴被告の負担とする 

      との判決及び①につき仮執行の宣言を求める 

  (ｳ) 請求の原因（要旨） 

    ① 協会と反訴被告は入場券の売買について以下のとおり約定した。（大口買取

入場券に関する覚書） 

    ・ 約定日 平成 20 年 5 月 30 日 

    ・ 代金 2 億 3 千 4 百万円（ﾍﾞｲｻｲﾄﾞ普通大人入場券（1800 円）で 13 万枚分） 

    ・ 代金は、買い取ったチケットの販売数の如何を問わず全額反訴原告に支払

うものとする。 

    ・ 販売手数料等を代金から控除し、協会に支払う。 

    ・ 支払期日 前金 平成 21 年 3 月 31 日 

           残金 平成 21 年 11 月 16 日 

    ② 以上から、反訴被告は約定に従い、残額および遅延損害金を支払う義務が

ある。 

 

（２）協会からの近畿日本ツーリスト（株）・相鉄観光（株）への民事訴訟について 

  ア 当事者 

   (ｱ) 原告 協会 

   (ｲ) 被告 近畿日本ツーリスト株式会社・相鉄観光株式会社 

 

  イ 第 1 回口頭弁論期日 平成 22 年 5 月 26 日（水） 

 

    ※ 平成 22 年 4 月 28 日の新聞記事で、近畿日本ツーリスト株式会社が、4 月

27 日、横浜地方裁判所に反訴状を提出した旨報道されました。（5月 14 日現

在、協会には訴状は未送達です。） 
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３ 本市に対する住民訴訟について 

（１）事件番号 平成 22 年（行ｳ） 第 32 号 

損害賠償請求義務付け等請求・住民訴訟事件 
 

（２）原告   かながわ市民オンブズマン、よこはま市民オンブズマン 

 

（３）被告   横浜市長林文子 

 

（４）提訴日  平成 22 年 4 月 23 日（金）（5月 11 日横浜地方裁判所より送達） 

 

（５）係属裁判所 横浜地方裁判所 

 

（６）請求の趣旨（要旨） 

ア 被告は、前市長中田宏に対して、金 7,790,979,442 円の損害賠償請求をせよ。 

イ 被告は、開港 150 周年記念事業に充当するために横浜市財政調整基金を取崩し

てはならない。 

との判決を求める。 

 

（７）請求の原因（要旨） 

ア 協会が契約した実施業務等委託契約は、プロポーザルによる選定の際の前提条

件を大幅に変更する違法な契約で、その財源としての補助金交付は違法である。 

イ 開港 150 周年記念事業の財源として、財政調整基金を取崩すことは違法である。 

 

（８）答弁書提出期限   平成 22 年 5 月 31 日（月） 

 

（９）第 1回口頭弁論期日 平成 22 年 6 月 7 日（月）午後 2時 15 分 

 
【参考】住民監査結果（平成 22 年 3月 25 日公表） 

    本件請求には理由がないと認める。（棄却） 

（１） プロポーザル方式とは、対象とする業務に係る「受託候補者」を選定するための方式で

あり、請求人の主張の前提となっている当該業務の「設計案」を選定するコンペ方式とは

異なる。また、実施設計・実施業務の総事業費は、プロポーザル方式による選考時の総事

業費の金額を下回っており、請求人の主張する、異なる事業規模を前提とした、当初の条

件を大幅に変更する業務委託契約であったとは認められない。 

（２） 開港 150 周年記念事業の財源として財政調整基金を取崩したことが、当時の財政状況か

ら、条例第 6 条第 1 号にある「財源が著しく不足する場合」に該当する状況であり、また、

条例第 6 条第 3号後段に定める「その他必要やむを得ない理由」に該当するとした横浜市

の判断が、「著しく不合理であり、裁量権を逸脱し、又は濫用したもの」であるとはいえ

ない。 



参 考 
◆ 「開国博 Y150」収支問題 法的手続の進捗状況◆ 
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